
南越前町下水道事業経営戦略 概要版 

1  経営の基本理念 
下水道事業経営戦略では、「町民への安全・安心な下水道サ

ービスを将来にわたって、安定的・効率的に提供する」を基本理念と

し、【安全】【環境】【持続】の３つの基本方針を掲げます。 

【安全】としては、施設の計画的な点検・修繕及び改築更新によ

り、「安全・安心な生活基盤の確保」目指します。【環境】としては、

汚水の適正処理を通じ「水質保全と生活環境向上」に貢献しま

す。【持続】としては、事業の効率化を推進するとともに、財源の安

定確保を目指し、「持続可能な事業運営の実現」に努めます。 

 
2  経営指標による評価・分析 

経営および施設の状況を表す経営指標を用いて、本町下水道事業の現状での経営分析を行いました。 

 

3  将来の事業環境 
（１） 処理区域内人口等の見通し 

処理区域内人口及び水洗化人口は今後減少が見込まれます。一方で、普及率及び水洗化率については、今後も高い水

準で安定的に推移する見込みです。 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

行政区域内人口 9,380 9,210 8,920 8,720 8,520 8,320 8,118 7,971 7,824 7,677 7,530 7,383

処理区域内人口 9,332 9,165 8,878 8,679 8,482 8,284 8,083 7,938 7,793 7,648 7,503 7,356

水洗化人口 9,211 9,048 8,767 8,572 8,380 8,187 7,990 7,849 7,707 7,566 7,424 7,280

普及率 99.49 99.51 99.53 99.53 99.55 99.57 99.57 99.59 99.60 99.62 99.64 99.63

水洗化率 98.70 98.72 98.75 98.77 98.80 98.83 98.85 98.88 98.90 98.93 98.95 98.97

90.00

91.00

92.00

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

100.00

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

(％)（人） 行政区域内人口 処理区域内人口 水洗化人口 普及率 水洗化率

基本理念 
町民への安全・安心な下水道サービス 

将来にわたって、安定的・効率的に提供する 

基本方針 

安全 安全・安心な生活基盤の確保 

環境 水質保全と生活環境の向上 

持続 持続可能な事業運営の実現 

本町の経常収支比率は一般会計からの繰入金により概ね 100%前後で推移しており、決算上は健全な財務状況を維
持しています。しかしながら、令和６年度の経費回収率は 44.65％となり類似団体を下回っております。これは、人口減少
に伴う使用料の減少に加え、施設維持管理費などの費用が増加していることが主な要因と考えられます。 

汚水処理原価も令和６年度は 344.34 円／㎥となり、類似団体を大幅に上回っており、中山間地域の地理的特性に
よる処理区分の分散や施設規模の影響が主な要因と考えられます。 

有形固定資産減価償却率は 3.63％と類似団体を下回っているものの、今後の老朽化進行に伴う更新需要の増加が
見込まれることから、計画的な施設管理が重要となります。 

本町ではこれまで、経営改善に取り組んでまいりましたが、依然として厳しい状況が続いており、将来にわたり持続可能な
事業体制を構築するため、本経営戦略及びストックマネジメント計画に基づき、収入確保のための料金改定の検討、設備や
管路の計画的な更新、不要施設の廃止による効率化が急務である状況です。 



（２） 処理水量の見通し 
処理水量は、処理区域内人口及び水洗化人口の減少に伴い、今後は減少していくものと見込まれます。

 
（３） 使用料収入の見通し 

使用料収入は、令和 7 年度に物価高騰への配慮による基本料金の減免を経た後、処理区域内人口および総処理水量

の減少に伴い、令和 17 年度には 144,987 千円まで減少していく見込みです。

 

4  投資・財政計画 
（１） 当期純利益及び基準外繰入金 

当期純利益は令和 9 年度以降、概ね 3,000～6,000 千円程度で推移する見込みですが、基準外繰入金を除くと継

続してマイナスとなる見通しです。一般会計への依存が続く中、経費の効率化と収入確保策の計画的な検討が重要となりま

す。

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

処理水量 1,154 1,133 1,098 1,074 1,050 1,026 1,001 983 965 948 930 912
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

使用料収入 177,401 162,428 169,792 166,576 163,403 160,186 156,971 154,530 152,177 149,824 147,429 144,987
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

当期純利益 1,423 16,291 21,869 6,041 5,351 4,709 4,945 3,960 4,663 4,150 4,213 4,126

当期純利益 (右軸）

（基準外を除く）
△ 181,613 △ 275,475 △ 150,309 △ 158,299 △ 172,703 △ 167,247 △ 175,537 △ 177,078 △ 182,223 △ 200,003 △ 189,675 △ 199,261

基準外繰入金（右軸） 183,036 291,766 172,178 164,340 178,054 171,956 180,482 181,038 186,886 204,153 193,888 203,387
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（２） 内部留保資金の推移 
内部留保資金は、基準外繰入金を含めた場合、令和 17 年度に向け回復が見込まれますが、除いた場合は令和 17 年

度に△1,431,991 千円まで悪化する見通しです。基準外繰入金への依存構造を改善し、経営の自立性を高めるための収

支改善策に取り組むことが必要です。

 
（３） 使用料収入及び経費回収率 

使用料収入は、物価高騰への配慮による減免を経た後、人口減少等により令和 17 年度には 144,987 千円まで低下

する見通しです。経費回収率も同年度には 42.02%程度まで低下が見込まれ、経費の抑制と収入確保策の計画的な検

討が必要です。

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

内部留保資金 24,906 749 1,457 3,686 32,368 82,078 153,731 231,419 312,091 392,275 473,367 552,147

内部留保資金

（基準外を除く）
△ 141,490 △ 289,399 △ 449,748 △ 601,066 △ 737,296 △ 846,620 △ 941,024 △ 1,029,809 △ 1,120,853 △ 1,227,865 △ 1,324,448 △ 1,431,991
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R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

使用料収入 177,401 162,428 169,792 166,576 163,403 160,186 156,971 154,530 152,177 149,824 147,429 144,987

経費回収率 44.65 43.18 59.70 56.70 51.44 51.15 48.05 47.27 46.03 42.98 43.62 42.02
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5  経営基盤の強化に向けた今後の取り組み 
（１） 下水道施設に関する事項 

汚水の適正処理と計画的な施設維持により、公共用水域の水質保全と農村地域の生活環境の向上に貢献します。ま

た、下水道施設の耐震化や浸水対策の推進により、災害時においても下水処理機能を継続できる強靭な下水道システムの

整備を進めます。さらに、ストックマネジメント計画に基づく計画的な施設更新と経営の効率化により、持続可能な健全経営に

取り組みます。 
（２） 下水道料金水準の見直しとその影響について 

料金水準については、本来であれば経費回収率として 100％が望ましい姿ですが、ここでは汚水処理費となる各数値を適

切に捉えるとともに、町民生活への影響も踏まえ、今後の事業経営に必要となる使用料水準について複数パターンを検討しま

す。 
（３） 住民からの理解に関する事項 

本町の下水道事業に関して住民理解が得られるように、町のホームページや広報誌等を活用し、予算、決算、経営状況

分析等の情報を公開し、財政状況の透明化を図ります。 

6 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 
本経営戦略は令和 8 年度から令和 17 年度までの 10 年間を計画

期間としております。 

この期間中、毎年度の進捗管理を踏まえ、目標値と実績値の比較分

析を確実に実施するために、PDCA サイクルに基づき、中期計画の策定

（Plan）、事業成果の整理（Do）、達成状況の確認、情報の収集

（Check）、事業への反映（Action）を行い、フォローアップしていきま

す。PDCA サイクルを実施することにより、今後の事業を取り巻く環境の

変化や住民のニーズに適切に対応できるよう、健全な事業運営を行って

いきます。 

このうち達成度の評価および改善については、モニタリング及びローリン

グにより実施します。 

 

7 経営改善に向けたロードマップ 
本町は、目標達成に向けたロードマップを作成しました。令和 8 年度から令和 17 年度までの 10 年間において、実績検

証や経営戦略の見直し、料金改定の検討などの取組を段階的に実施し、持続可能な事業運営を目指していきます。 
 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 

本経営戦略           

実績検証 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 

経営戦略の見直し     ●     ● 

アセットマネジメント計画     ●     ● 

料金審議会 ●     ●     

料金改定の検討 ●     ●     

 


